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特集 デジタルデータの価値創造

IoT時代のデジタル化戦略を支える
IT部門の課題

要　約

1 センサーやコンピュータの小型化によってIoT（Internet of Things：モノのインターネ
ット）への注目が高まっている。製造部品や最終製品に埋め込まれたセンサーがもたら
すデジタルデータが増加し、それらがネットワークを介して収集されることによって、
製造からサービスまでのプロセスの至るところでデジタル化が進行し、ハードウエアか
らソフトウエアへの価値の転換が起こっている。

2 無数のデバイスがネットワークにつながり、大量のデジタルデータを送信し続けるIoT
の世界では、さまざまな産業機器上での開発ノウハウや 接続性の確保、リアルタイム
データ処理のための基盤や産業ビッグデータを扱うクラウド、分析機能が必要となる。
これまでの企業システムの開発とはやや異なるノウハウが必要である。

3 IoTにまつわるデータを収集・分析する「IoTプラットフォーム」が登場してきている。
4 IoTを活用したデジタル化戦略の難しさは、①事業によって多様なセンサーが存在する

こと、②テクノロジーを活用したこれまでにないサービスの創出が目的であり、そもそ
もどのような機能を実現すべきか探索しながら構築しなければならない、という2つの
課題に起因することが多い。IT部門にとっては、要求される仕様が不明確な中でビジ
ネス部門や外部のパートナーと協働してプロジェクトを進めていく必要がある。

5 探索的なIoTを活用したシステムを構築していくため、先進的な企業ではデザイン思考
をベースにした開発スタイルを取っている。これまでにないデジタルデータを活用した
イノベーティブなサービスを実現するためには、アジャイルかつオープンなビジネスIT
のデザインが必要になろう。

Ⅰ　デジタル化をドライブするIoT

Ⅱ　IoTがもたらす企業システムの変容
Ⅲ　IoT実現に向けた新しいアプローチ
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Ⅰ	デジタル化をドライブするIoT

1 拡大する「モノのインターネット」
あらゆるモノがインターネットに接続さ

れ、情報を発信することが可能なIoTが昨今
注目を集めている。IoTという概念自体は、
1999年にRFIDタグによる個品管理、モノの
所在を明らかにするというコンセプトではじ
めて用いられた。今日では技術進化と普及に
伴い、より広範なモノがインターネットにつ
ながり、より多くのデータを活用することが
できるようになっている。

技術進化と普及の典型的な例として、セン
サーデータを収集したりモノを制御できたり
する超小型の「シングルボードコンピュー
タ」や「マイコンボード」を見てみよう。

シングルボードコンピュータとは、クレジ
ットカード大の基板上にCPUやUSBコネク
タ、ディスプレイ出力ポートなどコンピュー
タとして動作する一通りの部品が搭載された
もので、単体で超小型のコンピュータとして
動作する。また、マイコンボードとは、小型
サイズの基板上にセンサーやモーターなどを
接続するコネクタと、接続された機器を制御

するマイクロコンピュータが配置されたもの
である。

いずれも、開発環境やハードウエア仕様が
オープンソースとして公開・提供されている
ため、個人でものづくりを行う人々（メイカ
ーズ）がIoTデバイスを製作する際に用いら
れている。

今では、Raspberry PiやArduino、Intelの
Edisonといったさまざまなワンチップの小
型のシングルボードコンピュータ、マイコン
ボードが登場し、安価に入手可能になってい
る。その代表格ともいえるRaspberry Piは、
2012年の登場以来、累積の出荷台数が16年 9
月に1000万台を突破した（図 1 ）。これは、
Apple Watchの出荷初年（15年）の出荷台数
に匹敵する規模である。

シングルボードコンピュータは本格的な産
業用途で使われるものではなく、またすべて
がIoT用途で使われるものではない。とはい
え、ITの専門家でない人々でもセンサーデ
バイスを組み立て、プログラミングをするこ
とができる機器にこれだけ注目が集まってい
るということは、センサーデータの活用が身
近なものになっている証左であろう。

図1　シングルボードコンピュータ「Raspberry Pi」の出荷台数
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出所）Raspberry Pi Foundationの発表を基に作成
（画像はhttps://www.raspberrypi.org/blog/introducing-raspberry-pi-model-b-plus/）
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インダストリー4.0が目指す世界では、製
品の製造過程にかかわるさまざまな機器が生
み出すセンサーデータが連携し、それぞれの
状態を参照しながら前後の工程を最適化、ま
たは自動化する。これまで個別に存在してい
た生産計画システム（PLM：Product Life-
cycle Management）、 生 産 管 理 シ ス テ ム

（MES：Manufacturing Execution System）
が連動することで、工場全体がデジタルデー
タを共有する「スマートファクトリー」が実
現する。

センサーデバイスは消費者向けの製品にも
設置される。たとえば、アマゾン・ドットコ
ムは家電製品が消費者に代わってサプライ品
を自動的に発注する「Amazon Replenish-
ment Service」を2016年に発表した。Ama-
zon Dash Replenishment Serviceに対応した
独ブリタ社製の浄水器は、利用状況（浄水器
に注がれた水の量）をモニターしており、規
定の使用量を超えると交換用のフィルターを
アマゾン・ドットコムに自動的に発注する。
他に、洗濯機やプリンタなどがこの仕組みを
利用しており、製品と補充サービスがセット
になった新しいサービスを創出している。

製品を製造するプロセスにおけるセンサー
データの活用と、消費者の手元にある製品か
ら送られてくるデータの活用、このいずれの
インパクトともセンサーが生み出すデジタル
データの増大をもたらす。製造現場のスマー
トファクトリーであれば、さまざまな産業機
器や製造ロボットがリアルタイムで稼働状況
に関するデータを発生させ続ける。消費者の
手元にある製品はデータの発生頻度は少ない
ものの、製品が普及すればするほどデータは
大量になっていく。IoT時代には、これら大
量に集まるデータをいかに活用できるかが、

2 IoTがもたらす
 大量のデジタルデータ

センサー側の機器の小型化・低価格化・普
及によって、これまで取得できなかった現実
世界の「モノのデータ」を収集し、利用する
ことが可能になってきている。

これまでは得られなかったモノのデータが
取得可能になることによって、ビジネスに 2
つのインパクトが生じている。一つは、ビジ
ネスプロセスの効率化がさらに進むことと、
もう一つはデータを用いた新しい価値創造プ
ロセスが創出されること、である（図 2 ）。

一つ目のビジネスプロセスの効率化の典型
例は、ドイツ政府が主導する製造業の高度化
プロジェクト「インダストリー4.0」に見て
取れる。インダストリー4.0は、工場の製造
機器や製造ライン、部品のサプライチェーン
の至るところにセンサーが設置され、それら
のデータを接続し、製造プロセス全体の最適
化・自動化を図ることによってドイツの製造
業の競争力を強化しようという取り組みであ
る。

図2　IoTによるビジネスへの2つのインパクト
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しなければならなくなる。
Amazon Replenishment Serviceのように、

消費者の製品がつながり続けたらどうだろう
か。消費者が購入した製品が、利用状況や消
耗品の補充のリクエストを定期的に送ってく
るとしたら、企業は膨大な顧客（の機器）か
らのデータをリアルタイムに受信し、対応し
ていかねばならない。これは、従来のCRM
による顧客管理とは異なるレベルの仕組みが
必要になる。

さまざまなデバイスとの相互接続、リアル
タイムでのセンサーデータの受信、企業の外
部にある顧客の機器との接続などの要素を企
業システムに加えていかねばならないのであ
る。

2 IoTを実現する構成要素
IoTを実現するための情報システムは、図 3

に示す構成となる。全体として、IoTを実現
するシステムの特徴は、サイバー（デジタ
ル）とフィジカル（物理的なモノ）の融合が
起こること、そしてその過程で扱うべきモノ

企業のデジタル戦略における競争優位を産み
出すポイントになってくる。

Ⅱ	IoTがもたらす
	 企業システムの変容

1 「モノ」が企業システムに入り込む
これまでにない数のセンサーデバイスがネ

ットワークにつながり、大量のデジタルデー
タを発生させるIoTの世界では、新しい状況
に適応した情報システムが必要になる。そし
てそれは、これまでのIT部門が手がけてき
た企業システムとは大きく異なる。

たとえば、工場に置かれた無数のデバイス
を企業ネットワークにつなぐにはどうすれば
よいのか。これまではネットワークに接続さ
れる機器はサーバー、PC、モバイルデバイ
スがほとんどであり、膨大な「モノ」はあま
り考慮されてこなかった。工場内のありとあ
らゆる機器がネットワークにつながり、デー
タを送り始めたとしたら、それを受け取り、
活用するための仕組みを企業全体として用意

図3　IoTを実現するシステムの全体像と必要となるスキルセット
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は、この増え続けるビッグデータをいかに活
用していくかが求められる。

モノの増加と時間の経過とともに増大して
いくデータに柔軟に対応していくために、
IoTのデータを収集・蓄積するシステムはク
ラウド上に構築されるのが一般的である。そ
して、重要になるのがデータを蓄積・管理し
ていくデータベースである。予測不能なデー
タ増にも対応できる分散データベースが用い
られる。また、センサーデータには監視カメ
ラの画像、デバイスの構成情報などの非構造
化データも多いことから、多様なデータフォ
ーマットをサポートするデータストアを準備
する必要がある。

そして、蓄積されたビッグデータから有用
な洞察を導くための分析能力が求められる。
大量のデータの中から、たとえば機器が壊れ
る予兆を発見したり、最適な運転効率を実現
する稼働パターンを発見したりする、といっ
た価値ある発見を行うことができてはじめて
デジタルデータを有効活用できた、といえる
だろう。

そのためのデジタルデータの分析は非常に
探索的になるため、データ分析の専門家であ
るデータサイエンティストが活躍するであろ
う。

ただし、データサイエンティストによる分
析能力だけでは十分でない。前述の通り、
IoTがもたらすデジタルデータは現実世界の
モノの状態そのものを表す。あるセンサーや
機器が指し示す数値がどのような意味を持つ
のかは、モノの構造や物理的な特性をよく知
らないと解釈できないことが多い。

物理的なモノの設計や構造、ふるまいに関
するエンジニアリング知識や、機器の現場で

の種類やデータが大量になること、これまで
のシステム以上にステークホルダーが増える
こと、である。

これまでの情報システム部門が担当してき
た領域ではなじみの薄い要素は、次の分野に
なる。

（1）	 エッジデバイス（フィジカル領域）

	 への対応

IoT機器を本格的に利用すればするほど、
取り扱うべきモノの種類が増え、またフィジ
カルなモノに対する深い理解や開発ノウハウ
が必要になる。

センサーデータを吸い上げるためには、さ
まざまなデバイス上でクラウドに接続するた
めのアプリケーションを開発しなければなら
ないが、これらのデバイスは組み込みOSや
産業用OSなど、通常のPCやサーバーと異な
る環境・技術体系に従って稼働している。ク
ラウドに接続される機器の種類が増えれば増
えるほど、それぞれの環境に応じたソフトウ
エア開発が必要になる。

また、工場やプラントなどの産業用機器の
多くは、さまざまな専用プロトコルで通信が
行われていることが多い。異なるプロトコル
に対応し、データを一元的に集約するために
産業機器の業界標準などに関する知識も必要
となる。

（2）	 ビッグデータの処理と分析能力

IoT機器の数は膨大で、今後増加の一途を
たどると見込まれる。また、ネットワークに
接続されたセンサーは時々刻々とデータを算
出し続ける。まさにビッグデータそのもので
ある。デジタルデータを活用していく上で
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ため、その活用から得られるビジネスバ
リューが見通せない

IoTがもたらす利点を活かすためには、モ
ノの接続、クラウドへのデータ収集から分析
までを行う仕組みを作るだけでは足りない。
前述のような不確実性を前にして、「そこか
らどのような収益を上げるのか」「コスト削
減による成果を出すのか」を明確にする必要
がある。それは収益の向上を目標にするので
あれば新たなビジネスモデルを組み立てるこ
とに他ならず、コスト削減サービスを目標に
するのであればビジネスプロセスの最適化に
あたる。適切なデータを取得できることが分
かり、そこから有用な洞察が得られることが
分かったとしても、その成果を活かすために
は現場のオペレーションを変えなければなら
ないこともある。あるいは、生活者向けの製
品と自社との間の商流やステークホルダーが
中抜きされるかもしれない。

3 IoTプラットフォームの登場
このように、IoTのためのシステムの実現

には多岐にわたるスキルが求められ、大掛か
りな仕組みになる。企業がこれをゼロからす
べて作り上げるのは困難である。

それを見越して、ITベンダーを中心にし
て「IoTプラットフォーム」が提供され始め
ている。ベンダーが提供するクラウドとデー
タベース、さまざまなセンサー機器とのコネ
クティビティ機能（接続のために必要になる
センサー側のソフトウエアおよびネットワー
クソリューション）をセットにして提供する
ことで、ゼロからIoTシステムを作らなくて
もよいオファリングである（表 1 ）。

特筆すべきは、IoTプラットフォームを提

の運用ノウハウに関する「OT（Operational 
Technology）」がなければ、フィジカルなデ
ータは有効活用できないのである。

（3）	 業務知識とビジネス創造スキル

IoTがもたらすデジタルデータの活用で最
も難しい部分はここかもしれない。前述した
ように（2）項のデータ分析に関しても、セ
ンサーや機器の分析において必要となるエン
ジニアリング知識やOTといった、製品や業
務、現場と密着した知識が重要になる。ま
た、センサーデータを分析した後で活用する
フェーズでは、製品の機能や製造現場のシス
テムに得られた洞察をフィードバックしてい
くため、製品開発部門や製造系システムの担
当部門のニーズや置かれた状況を理解し、協
調していく必要がある。

また、IoTの活用を進めるにあたってよく
障壁となるのが、「IoTによってどのような
メリットを見いだせるか分からない」という
点である。障壁を生み出す要因となる不確実
性は以下のようなものだ。

• そもそも自社がどのようなデジタルデー
タを収集・利用可能なのか。モノからこ
れだけ多様なデータが取得できるように
なったのは最近のことである。従って、
普遍的にどの企業でも適用可能な正解は
ないと思ったほうがよい

• 得られる（可能性があるものも含めて）
データから、どのような洞察を発見でき
るのか。これまで取得して分析したこと
がないデータについては、実際に分析に
着手してみないことには望めるアウトプ
ットの価値に関する確証を持てない

• 得られる洞察の価値が事前に分からない
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知識に関する支援を受けられるようになりつ
つあるのが、直近のIoTプラットフォームを
めぐる変化である。

Ⅲ	IoT実現に向けた
	 新しいアプローチ

1 先進製造業に見る
 デジタル戦略へ向けた変革

GEやボッシュのような、製造業であった
企業がソフトウエアベースの競争を重視し、
ITに関するケイパビリティを獲得してきた
過程は、非IT企業がIoT時代にデジタル技
術・デジタルデータの活用をどのように進め
ていくべきかを考察する上で参考になる。

GEは、2011年にインダストリアル・イン
ターネット構想を掲げて以降、ソフトウエア
とITエンジニアへの投資を続けてきた。12
年には100人程度だったソフトウエア部門

（GE Software）に、ソフトウエアエンジニ
アとデータサイエンティストが続々と新規採
用された。

15年にはGE Digitalへと改組され、GEの
グループでセンサーデータの収集と分析を担

供する側に、ITベンダーだけではなく、ソ
フトウエア企業ではないメーカーが参入して
きていることである。GE（ゼネラルエレク
トリック）は、2011年に「インダストリア
ル・インターネット」構想を発表し、同社の
航空機用エンジンや発電用タービン、医療精
密機器などにセンサーを組み込んでネットワ
ークで接続し、ハードウエアにソフトウエア
の力を加えることで他の製造業との差別化を
図る方向に舵を切っていた。

ドイツ政府のインダストリー4.0構想に早
期から参加してきたボッシュも、ドイツ国内
に設置したデータセンターに「Bosch IoT 
Cloud」を構築し、自社および自社の顧客向
けに提供してきたIoTプラットフォームを同
クラウド上に展開する。

GEもボッシュも元来はソフトウエア企業
ではないが、自社の製造する製品にソフトウ
エアによる付加価値をつけるために仕組みを
構築してきた。ITからのアプローチではな
く、ハードウエアのエンジニアリングとオペ
レーションのノウハウを持ったメーカーが参
入することで、IoTシステムを構築していく
上で必要になるエンジニアリング知識・業務

表1　主なITベンダー・IoTプレーヤーのIoTプラットフォーム提供状況

IBM
IBM Bluemix
Watson IoT

2015年9月にIoT部門新設。16年7月には人工知能Watsonを組み合わせたWatson IoTを発表

マイクロソフト Azure IoT Cloud 2015年3月にAzureクラウド上でIoT機器を扱うPaaSを発表、10月に提供開始

アマゾン・ドットコム AWS IoT 2015年10月にAWS IoTを発表

SAP Hana Cloud for IoT
従来の製造、ロジスティクス向けIoTアプリに加え、2015年5月に開発者向けの開発環境を
発表

GE Predix cloud
2016年2月に、GEの持つ産業機器向けのアプリケーションをクラウド化するPredixを開発
者に公開

ボッシュ Bosch IoT Suite
ボッシュが提供するコネクテッドカー・コネクテッドホームなどのIoT基盤を2017年より一
般向けに公開

出所）各社発表資料を基に作成
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IoTの実現プロセスに、デザイン思考は非
常にマッチする。実際、事例として紹介した
GEだけではなく、SAP、IoT専業ベンダーの
米PTC、日本ではKDDI、ニフティIoTデザ
インセンターなどが取り入れている。

IoTシステムの構想において、デザイン思
考を取り入れたステップは以下のようなもの
になる。

①ステークホルダー（IT側、事業側、マ
ネジメント層）が集まり、最終的なビジ
ネスゴールから解きたい問題を探索し、
テーマ設定と仮説出しを行うワークショ
ップを開催する

現状の部署・業務上の役割はいったん
置き、自社のビジネスのあるべき姿を全
員でフラットに考える

②実際にデータ分析やプロトタイピングを
行いながら、①で設定した仮説が価値を
持つか、技術的に実現可能かを検証・テ
ストする。具体的には、データ分析を繰

う共通プラットフォームとして「GE Pre-
dix」が位置づけられた。GE Digitalにはグ
ループ全体のデジタル化に責任を持つ「チー
フ・デジタル・オフィサー」が置かれてお
り、各ビジネスユニットの担当者（デジタル
オフィサー）が同社のIoTプラットフォーム
を活用してデジタル化を推進し、その進捗を
チーフ・デジタル・オフィサーに報告する

（図 4 ）。
GE Digitalは共通基盤としてのIoTプラッ

トフォームとデータサイエンティストの能力
を各事業部門に提供し、ビジネスのデジタル
化を支援する。そして、センサーデータとア
ナリティクスを活用したビジネス創造を事業
部門と協働で進める。

そして、IoTを活用したサービス開発のプ
ロセスは、「デザイン思考」に基づくステー
クホルダーを集めたワークショップと分析の
試行、プロトタイプ開発を並行に進めるとい
うものであり、典型的なITプロジェクトの
ステップとは大きく異なる。

2 デザイン思考による
 探索型アプローチによる
 IoTシステムの構想
「デザイン思考」とは、人々のニーズを重視
し、そのニーズを技術的に実現可能な、ビジ
ネス価値を持つアイデアに結びつけるための
実験・検証を伴う方法論である。課題解決を
目的としたロジカルな思考方法とは異なり、
新規事業アイデアの創出や、サービス開発に
向くといわれている（デザイン思考そのもの
については、『知的資産創造』2013年 1 月号
特集「顧客価値を創造するイノベーション」
を参照されたい）。

図4　GEのデジタル化を担うGE Digitalの組織的役割
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出所）公開資料を基に作成
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しかし、デバイスからクラウド、アナリテ
ィクスといったIoTシステムの構成要素の中
で、クラウド環境の準備、データストアの構
築とデータマネジメント、分析アプリケーシ
ョンの構築、という多くの部分に通暁するの
はIT部門である。IT部門がIoTへの取り組み
をリードする役割を担うことが多いのではな
いだろうか。

その場合、IT部門にはこれまでのITプロ
ジェクトの運営と異なるマインドセットが求
められることに留意すべきである。それは、
通常のITプロジェクトと異なり非常に探索
的であるということと、パートナーシップの
あり方が変わる、ということの 2 点である

（図 5 ）。
探索的なプロジェクトになる理由は、まず

目標のあいまいさである。利用可能なセンサ
ーやデータの種類は個々の企業によって異な
るため、ゴール設定自体があいまいになりや
すい。さらに、多様かつ膨大なデータを相手
にするデータ分析の試行段階においては、す
ぐに望ましい結果が得られるとは限らない。

り返し、得られた分析結果を用いて新た
なサービスモデルや業務プロセスを設定
した場合のビジネスバリューを想定する

③データの取得や分析において、外部の専
門家が必要であれば、ワークショップに
参加してもらう。たとえば、機器から望
むデータを取得するための方法が分から
なければ、機器ベンダーの有識者に参加
してもらい、技術的に実現可能かを共に
検討してもらう

IoTを実現するシステム化構想において
は、このプロセスをいかに迅速に繰り返すか
がポイントになる。

3 IT部門に求められる
 マインドシフト

このような場とプロセスを誰が設定し、運
用するのか、が次なる課題である。IoTプロ
ジェクトはIT部門がリードすることもあれ
ば、事業部門がリードすることもある。新規
事業立ち上げの専門組織が行うこともあろ
う。

図5　IoTプロジェクトへのアプローチ

オープンイノベーション

トライアルを迅速に
まわす「場」の設定

必要になるスキルセット

デバイス・ネットワーク クラウド・ビッグデータ基盤・分析能力 業務知識・ビジネス創造

アナリティクス ビジネス
アイデア

デバイス
（データ）

サイバー

フィジカル

パートナーシップ

● 多種多様なエッジデバイスの知識
（ハードウエア、デバイス側開発）

● インターネット、IoTクラウドへの
ネットワーク接続

機器とデータの取得について、
パートナーシップを通じて助言を
得る

探索的な分析の試行
データサイエンティストによる探
索的な分析を反復する

デザイン思考アプローチ
モノからサービスへの変革にあた
り、関係者が対等に集まってゼロ
ベースで解決策を探る

● 増え続けるデータに対応するための
　─クラウド環境における構築ノウハウ
　─ビッグデータを前提としたデータマネジメント
● データサイエンスおよび分析対象の機器の知識

● 業務知識（エンジニアリング知識など）
● センサーデータを活用した事業開発の
スキル（ビジネスモデル創造、ビジネス
プロセスの変革）
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求められるのである。
場合によっては、自社にないノウハウを持

っている企業を公募するような、よりオープ
ンイノベーションを意識したパートナーシッ
プの模索も行われる。GEは過去に産業ビッ
グデータ解析のノウハウを学び、獲得するた
め、自社が持つ航空機のエンジンのデータや
ヘルスケア機器のデータを公開し、機器の最
適稼働を実現するアルゴリズムを公募したこ
とがある。

デザイン思考、アジャイル開発、PoCとい
った新しい考え方が求められるIoTの実現プ
ロセスは、IT部門にとってチャレンジング
な変化を求める側面もあろう。しかし、デジ
タルビジネス時代において産業ビッグデータ
の活用、サイバーフィジカルの融合は避けて
通れないトレンドである。

この変化に対応していくためには、社内・
社外も含めて必要な知恵を持つ人を集めてい
かに共同で仮説検証のサイクルをまわすか、
が重要になる。これは、ITシステムの構築
というよりも、イノベーションの創出プロセ
スそのものに他ならない。IoTへの対応は、
デジタル化時代のIT部門がイノベーション
創出にかかわっていく契機と見て、積極的に
組織の能力とミッションを変革する試金石と
して活用していくべきではないだろうか。
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その上、対象とするセンサーや機器が増加し
たりデータの傾向が何らかの理由で変わって
きたりした場合、あらためて変化に追随した
解釈とサービスの検討が必要になる。従っ
て、このサイクルは一回限りのものではな
く、常に繰り返されるものとなる。

探索時のあいまいさを少なくするため、
IoTプ ロ ジ ェ ク ト は 規 模 を 絞 っ たPoC

（Proof of Concept：実証実験）を繰り返す
ことが望ましい。このような小さな開発サイ
クルを繰り返すプロジェクトには、アジャイ
ル開発、リーンスタートアップといった開
発・プロジェクトマネジメントのスタイルが
適している。この種のスタイルに習熟してい
ない場合、IT部門にはマインドの切り替え
が必要である。

もう一つ、パートナーとの関係についても
変革を求められる。IoTには登場する要素が
多いため、単独の部署、組織、あるいは自社
のノウハウやスキルセットだけで実現できな
いことが多い。センサーや機器の専門ベンダ
ー、自社にない分析スキルを持った社外のデ
ータサイエンティストのノウハウを活用すべ
きであるが、ここにも「探索的である」とい
うIoTプロジェクトの特徴が影響する。

目標や実現可能性があいまいで、プロジェ
クト開始当初から明確に設定できなかった
り、望む結果が出るかは外部の専門家でも分
からなかったりすることが往々にしてある。

従って、外部との関係も変わる。専門分野
に関して仕様を決めて業務を依頼する、とい
うスタンスではなく、パートナーにも共同で
PoCに加わってもらい、一緒に問題を解くプ
ロセスに参加してもらう、という関係構築が


